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貿易理論における技術の役割
一Krugman理 論 とDo%i理.論 を中 心 と して一

鄭 承 衛

1は じ め に

今 まで,貿 易理 論 に おい て 中 心 的 な位 置 を 占 め て きた伝 統 的 貿 易 理 論 と言 え

ば,古 典 派 のRicardo理 論 と新 古 典 派 のHeckscher・Ohlin理 論(以 下 は,

H-0理 論 と略称 す る)を 指 す1〕。 と ころ で,こ れ ら の理 論 で は,最 近 先 進 国 間

に おい て ます ます 拡 大 して い る産 業 内 貿 易 を 説 明で き ない 。 また,基 本 的 に両

国 にお い て 同 一 の技 術 知識 を仮 定す るH-0理 論 及 び 国家 問 に お け る技 術 的 優

劣 の な いRicardo理 論 で は,と もに各 国 間 の技 術 格 差 と技 術 変 化 の貿 易 へ の

影響 を うま く説 明 で きな い 。

こ う した 時 代 的 な 要 求 に応 じて,1980年 代 初 め か ら活発 に研 究 され 始 めた の

が 新 貿 易 理論(newtradetheory)分 野 で あ る。 この 分 野 で は,不 完 全競 争 と

規 模 の経 済 の 概 念 を使 って,伝 統 的 貿 易 理 論 で は 説 明 で きな い貿 易 現 象 を説 明

して きた 。

一 方
,.ほ ぼ 同 じ時期 に他 の新 しい 貿 易 理 論 の流 れ と して,進 化 論 的 経 済 学 と

技 術 革 新 論 に 基づ い た理 論 が 登 場 した 。 この 理論 で は,現 代 に な って さ らに重

視 さ れ つ つ あ る技 術 革 新 の要 素 に重 点 を 置 きなが ら新 古 典 派 理 論 と は違 った理

論 体 系 を提 示 して い る。

以 上 の 二 つ の流 れが,現 代 の 新 しい貿 易理 論 に おい て 中心 的 な位 置 を 占 め て

い る と言 え る だ ろ う。 本 稿 で は,こ の 二 つ の 分 野 を そ れ ぞ れ 代 表 して い る

1〕 この両理論に関する詳しい説明は,伊 藤元重/大III道広(1985〕 の2、3章 を参照されたい。
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KrugmanとDosi,Pavitt,Soete(以 下 は,Dosiと 略 称 す る〉 の貿 易 理 論 を

中心 とす る。 この 両 理論 は,先 進 国 間貿 易 と南 北 貿 易 に関 す る分 析 とい う共 通

した領 域 を 持 ち な が ら も,.基 礎 とす る理 論 体 系,技 術 に対 す る認 識 な どにお い

て対 照 的 な 面 を 見 せ て い る。

はた して,こ れ らの理 論 の 中で 技 術 の 問題 は ど う扱 わ れ て い るの か,ま た貿

易 にお い て 技術 革新 が起 こ った 国 は,他 の 国 に比 べ て どん な面 で利 益 を享受 で

きるか 。 これ らの 問題 につ い て考 察 す る こ とが 本稿 の 日的で あ る。

本 稿 の 構 成 は 以 下 の と お りで あ.る。 まず,n章 と 田草 で は,Krugmanと

Dosiの 理 論 を 中心 に先 進 国 間貿 易理 論 と.南北 貿 易 モ デ ルに つ い て考 察 す る。

そ して,N章 で はKrugman的 な接 近 とDOS1的 な 接 近 の対 比 とい う視 点 か

ら各理 論 を比 較 分 析 し,そ の 限界 を指 摘 す る。

最後 に,V章 で は 以一ヒの分 析 結 果 に基 づ いて 今 後 の 課 題 を 考 え る こ とにす る。

H先 進国間における貿易理論

1.Krugmanの 産業内貿易理論

産 業 内貿 易 と は,消 費 と要 素投.人面 に お い て非 常 に密接 な代 替財 が 同..一産 業

内 で 同 時 に輸 出 入 され る こ とで あ る%

産 業 内 貿 易 理 論 の 最 近 の流 れ は,新H-0モ デ ル,新Cbamberlin派.モ デ ル

お よ び 新Hotellingモ デ ル の三 つ に分 け られ る3,。本 節 で は,技 術,要 素 賦 存,

2)以 下 は,P.K.M.サ ラカン/ヤ コプ ・コル 〔1993)の1章 を参照。

3)新 日一〇 モデルは,要 素賦存 のパター ンが異 なる国々の間 の産業内貿易 を扱 ってい る。 ここで

は,国 の要素集約度によって生産物 の品質が決定 される と仮定する.ま た,こ のモデ ルによると,

貿易 を行 ッてい る国々における高品 質と低品 質生産物による垂直 的製品差別化が生 じる。 これに

比べ『⊂新Chamberhn派 モデルは,す べ ての財が消 費者 の効用の申 に対称的 に入 る対称 的効用関

数 と規模の経済の存在 する費用関数 を仮定す る.、この仮定によ って,国 々の間で同質の財による

水平的製品差別化が行 われ る。 そ して,新Ii{】tdlingモ デ ルは新C】旧mberlin派 モデ ∫レと類似 し

ているが,効 用関数の特性 に重要な違いがあ る。 これは,各 財が消費者 の効用関数に非対称的に

入 るとい うことであ砲 、つ ま り.消 費者が異 なれば特定の財 の代替 的品 目に対す る選好 も異なる。

これによ って,様.々 な特性 を持つ各財.に.付す る水辛的製品差 別化が行われ.る、 これ らのモデルに

閲す る よ り具体的 な説 明は,Falveyi:1臼81),Greemwそ1y/Milロer(1986)の2,3章,P.K.M.

サ ラカン/ヤ コブ ・コル(1993)の5章 を参照されたい。
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需 要 パ ター ンな どの 点 で似 通 って い る先 進 国 間の 産 業 内 貿 易 の現 象 を見 る た め,

新Chamberlin派 モ デ ル に属 す るKruglnan理 論 に限 定 して 触 れ る%

Krugmanは 産 業 内貿 易 の 説 明 の た め,規 模 の 経 済,不 完 全 競 争 お よ び製 品

差 別 化 の 概.念を用 い て い る 。

彼 は まず,Chamberlinの 独 占 的競 争.ドに あ る市 場 を仮 定 す る5)。

そ して 消 費 選 好,生 産技 術 要 素 賦 存 状 態 が ま った く同一 の二 国 にお い て も

貿 易 を通 じた 利益 が存.在す る とい う こ と を示 す た め,次 の よ うに両 国 で 同 一 の

効 用 関数 を仮 定 す る。

σ=Σ し!(G),V'>0,y"〈0(1>
メ=1

こ こで,σ は代 表 的 個 人 の 集 計 効 用 関 数 で,各 財 の 消 費 量C灘=1,…,%は

財 を示 す 添 字)の 効 用 の 合計 を表 す 。 これ は,貿 易 に よる消 費 の多 様 化 が 両 国

の 国民 の 厚 生 増 加 とい う利 益 を もた らす こ と を認 識 した もので あ る。

他 方,各 国 内 で 規模 の経 済が 存 在 し,労 働 費 用 の み で構 成 さ れ る総 費 用 を次

の よ うに仮 定 す る。

4=α+βXr(2)

ただ し,4は 各財 に関 す る総 労 働 費 用,X;は 各 財 の 産 出 量,a,dは 定 数 で あ

る。 こ こで は,α とい う固 定 費 用 の 存 在 の た め,渇 の 生 産 過 程 で 規 模 の経 済

が 発 生 す る。

以 上 の よ うな 設 定 に 基づ い てKrugmaロ は,国 々の 間 に 生 産技 術,要 素賦 存,

需 要 パ ター ンな どの違 いが な くて も,(1)式 の 車 うな効 用 関数 を持 つ 経 済 にお

い て(2)式 の よ うに諸 財 の生 産 に規 模 の 経 済性 が存 在 す る 限 り,産 業 内貿 易 が

起 こ り各 国 に 利益 を もた らす こ と を示 して い る㌔

4)以..ト で 紹.介す る諸 概 念 〔規 模 の 経 済,独 占 的競 争 、製 品差 別 化)の 特 性 か ら,こ の 理 詰 を 同 質

国 の 中 で 特 に 先 進 国 問 の 貿 易 の み に限 定 さ せ て も差 し支 え な いだ ろ う。 そ して こ こで は,Krug-

manの 「RethinkingInternationalTradeJ(1990)を 中心 に 産 業 内 貿 易 理 論 の 主 要 仮 定 と特 徴

だ け を 簡 単 に 見 る こ とにす る。

5)こ こで のChamherlinの 独 占 的競 争 に 関 す る分 析 は,Dj虹t/Stigl藍tz〔197の か ら引 用 して き た

もので あ る。
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2.Doslの 絶 対優位 貿易理論71

KrugmanがH一(⊃ 理 論 を 批 判 しな が ら も新 古 典 派 の 一 般 均 衡論 を 拡 張 した

枠 の 中で 産 業 内 貿 易 理 論 を 展 開 した の に 対 して,DosiはSchumpeterの 技 術

革 新論 に依 拠 しなが ら新 占典 派 の 般 均 衡 論 と貿 易 理 論 か ら脱 皮 す る8}。

Dosiは 絶 対 優.位貿 易 理 論 の根 拠 と して,多 くの 実 証 分 析 の結 果 を提 示 して

い る。 彼 は,主 にOECD諸 国 を対 象 と して技 術 変 化 と貿 易 お よ び 経 済 成 長 と

の 関係 に 関 して 実 証 分 析 した 後 に9},新 古 典 派 のH-0理 論 に よ る 要素 価 格 均

等 化定 理 と.各国 問 の 同 一 生 産 関数 の仮 定 を放 棄 す る。 ま た,貿 易 は,H-0理

論 の よ う に各 国 間 の 要素 賦 存 の差 に よ る もの で は な く,生 産 性 格 差(技 術水 準

の格 差)に よ る もの で あ る と言 い 切 る。 そ して,各 国 間 の技 術 水 準 の 格 差 に よ

る絶 対 優 位/劣 位 こそ が,Ricardo理 論 に お け る国 内 の 各 部 門 間 の 比 較優 位/

劣 位 よ り,貿 易 の 説 明 に おい て重 要 で あ る と とを実 証 分 析 を通 じて 明 らか に し

てい る1%

次 にDosiは,こ の 絶対 優 位 を通 じて 比 較 優 位 と国 際 競 争 力 の概 念 を見 直 し

て い る。 つ ま り,各 部 門 の絶 対 優 位/劣 位 の 国 際 的 パ ター ンは,そ の部 門 の世

界市 場 で 占め て い る市 場 シェ ア(あ るい は,.....・人 当 た り輸 出)に よ っ て表 現 さ

れ る国 際 競 争 力 の 基本 的決 定 要 素 とな る。 これ を み る た め に,次 の よ う な式 が

6)一 方,産 業内貿 易 と産業 間貿易 とを区別す る垂準 となる産業内貿易指数 〔Grubel=Lloyd指

数)を 紹介す ると,次 の ようであ る。

・一・一銀姜:鵡 … は ・一・謙 鵡
ユ

ただ し,澱 は一国の κ産業での輸 出,砥 は輸入 を表す。 この指数 は1に 近 いほ ど産業内貿易

が 活発で あ り,0に 近い ほ ど産 業間貿 易が活 発で ある ことを示す 指標で あ る。Grub已 レ1」.yd

〔1975)の2章9

7}絶 対優位 とい うのは先進 国と途上 国の問にも当然適用され る概念であるが,先 進国 間で さえ技

術格差 による絶対優 位〆劣位 が存在す るとい うのが以下のDosiの 主張であ る、.

8)以 下 では,『nleEαm【,mlじvofTechnicalChangeandIntemationalTfadeJ〔1990)を 中心に

K川gman理 論とは異 なった視点を持つDosiの 貿易理論の主要内容 と特徴について見よ う、

9)実 証分析か ら導いた六つ の1.定 型 的事実」 につ いては,DosレPavltし 〆Soetd1990)の3章 を参

照されたいc

10>比 較優位〆劣位 は一国内 の二部 門あ るいは多部門の間での優劣 関係であ るの に対 して,絶 対優

位/劣 位は各部 門における二国あ るいは多国の間での優劣 関係で ある。
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用 い られ る。

Xr戸 ∫(Tu,C.,,Ou)(3)

こ こで,X`,は 絶 対 的 国 際 競 争 力(召 ま部 門,ゴ は国 を指 す),鞠 は絶 対 的技 術

優 位/劣 位 を指 す技 術 水 準(製 品 革 新 技 術,工 程 革 新 技 術),C,;は 投 入 要 素

の単 位 費 堀,Of∫ は 国 内 市 場 構 造 や 国 際 寡 占参 加 度 な どの産 業 組 織 の形 態 を表

す 。 す な わ ち,国 際競 争 力(幻 は技 術(7),費 用(C),産 業 組 織(0)の 関

数 で あ る。 と こ ろで,Dosi6t,14ヵ 国 のOECD諸 国 の 国 際競 争 力 へ の 回帰 分

析 を通 じて,国 際 競 争 力 の 形 成 に お い て他 の 要 素(特 に,相 対.的費 川 優 位 を指

すC)に 比 べ て 絶 対 的 技 術 水 準(7)の 影 響 が よ り大 きい とい う こ とを明 らか

に して い る111。

『

III南 北 貿易 モ デ ル に お け る技術 変化

前章の先進国間の貿易理論においては,技 術水準が一定に保たれることが理

論の前提であったが,本 章で紹介する南北貿易モデルでは技術革新と技術移転

などの技術変化がモデルの展開において中心的な役割を果たす。

本章ではこのような技術変化の効果をより具体的に見るため,技 術変化を製

品革新 と工程革新 との;つ に分け'呂},それぞれの効果を検討する。

L製 品 革 新 の 場 合一 プ ロ ダ ク ト ・サ イ クル モ デ ル

Krugman(1979)はVemon(1966)の プ ロ ダ ク ト ・サ.イ ク ル 理 論13'に 立 脚

11>Doss4R*文 の 〔3)式 の 変 更 に よ っ て 導 い たRCA(revealedmmya.atweadvantage)係 数 を

用 い てOECD諸 国 の 国 際 競 争 力 を 計 って い る.こ れ に 関 す る具 体 的 な 実 証 分 析 の 内 容 に つ い て

は,DDsi/PavitピSDe見eI:199ω の6章 を参 照 され た い.

12)製 品革 新 は新 製 品 の 開 発 を指 す こ とで あ り,工 程 革 新 は す で に 存在 して い る製 品 の生 産 過 程 に

お け る労 働 生 産 性 の 増 加 を 指 す 。 こ う し た分 け方 につ い てR.ク ー ム ズ/P.サ ビオ ッテ イ/v.

ウ ォル シ ュは次 の よ うに 述 べ て い る。 「現 在 で は,製 品 革 新 とL程 革 新 を 区 別 す る こ とは きわ め

て 一 般 的で あ る.こ れ ら二 つ の 革 新 の違 い は完 全 で は ない か も しれ な い し,研 究 対 象 とす る特 定

の 産 業 の 特 質 に 依 存 す るか も しれ な い.し か し両 者 を 区 別 す る こ と は 一般 に 有 効 で あ る 。」,R、

クー ム ズ/Pサ ピ.オ ッテ ィ/V.ウ ォ ル シ ュ(1989:】 の1章,6ペー ジ。

13)Vernon(1966)は,製 品 の新 生 期,成 長 期,成 熟 期IVernonの 用 語 で ぱ,新 製 品,成 熟 製 品.

標 準 製 品 〉 とい うプ ロ ダ ク ト ・サ イ ク ルを も って理 論 を展 開 した 。 こ こで,先 進 国 に よ って導..甲

一

司
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して初 め て.南北 貿 易 モ デ ル を提 示 した。

独 特 の効 用 関数 と費用 関数 の 仮 定14)下 でKrugmanは,製 品革 新 と技 術 移 転

の効 果 につ い て 分析 して い る。 分 析 の 結 果,北 の 相 対 賃 金 は,北 で 開発 され た

新 財 の数 の相 対 的 な大 きさ に依 存 す る こ と を明 らか に して い る。 つ ま り,北 の

製品 革 新 が盛 ん に な れ ば な る ほ ど,北 の 相 対 賃 金 は 上昇 す る。 これ は北 の 交 易

条 件 の 改 善 を意 味 す る。

一方
,連 続 的 な製 品 革 新 と技術 移転 の効 果 に関 す る分 析 をみ る と,革 新 率 と

移 転 率 は そ れ ぞれ 次 の よ うに仮 定 さ れ る。

舜=助,(釦 新 製 品 開.発係 数)(4)

鵡=伽 〃,(':ラ グの 係 数)〔5)

分析 の結 果,北 の相 対 賃 金 は革 新 率 ∫の 増加 関数 で あ り,移 転 率'の 減 少 関

数 で もあ る こ とを導 い て い る151。こ こで,貿 易 パ ター ンは常 に北 の新 財 輸 出 と

旧跡 輸 入で あ るが,そ の 過 程 で財 の 中 身 は変 化 す る た め,Vernon型 の プ ロ ダ

ク ト ・サ イ ク ルが 起 こる 。

製 品 革 新 と移 転 の 南 北 貿易 へ の効 果 と して,技.術 移 転 の速 度 が 速 けれ ば 北 の

厚 生 は絶 対 的 に 悪化 さ れ うる とい う こ とが 言 え る。従 って,北 は新 財 に対 して

持 続 的 に革 新 せ ざ る を得 ない 結 果 にな る1田。

＼入された新製 品は成熟期を迎 える と,賃 金 のよ り安 い発展途上国 に移転 される。結局,す べ ての

新製品がこの ようなプロダク ト・サ イクルを辿ることになる。

14)ま ず,モ デルの需要側面か ら見る と,二 国の消費者の効用関数は次のよ うに仮定 され る。

σ一{当C(の'}1'θ,・ 〈 θ<1

ただ し.Cω は か財 の消費量,"は すべ ての新旧財の数を表す。次 に,モ デルの供給 側面 を見

よ弘1中 位の労働は.L単 位 の財 を生産す るとい う仮定 と,完 全競争 と利潤 ゼロの仮定の ト.で,

北 と甫で生産される各肘 の価格 は,

P配=W,馬=恥

となる。 ここで,Pは 価格,羅 は賃金 を示 し,添 字N,Sは 北 と南 を示す。
15)正 確 に言 う と,歪 は新製li爛 発 を,'は ラグを指 すパ ラメターであ るが,こ れ らと革 新率,移

転率 との比例的関係か ら,1と'を それぞれ 革新率 と移転率 と呼んで も差 し支 えない。

16)プ ロダケ ト・サ イクルモデルはKrugman〔1959;以 降 も拡 張,変 更されつづ けてきた。例 え

ば,Dolt.,(1986)は 内生的 に決定 され る移転率 を用いて南北貿.易の動態的 一般 均衡モ デルを

作 った。そ してJensen&Thursby(1987)は 製品革新 を行 う北 の産業でぽ不完全競争 をす ると

い う仮定の下で.プ ロダク ト・サイクルモデ ルを展開 した.こ のJ■ngεn&Thursbyの 論文で/
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2.工 程革新 の場合一 テ クノロ ジー ・ギ ャップモ デル1η

Krugman(1986)とD⑪si(1990)は,技 術格 差 の 存在 す る 二 国 に お け る技 術

変 化 の効 果 に つ い て分 析 してい る。 両 方 とも,Dombush=Fisher・Samuelson

(1977,以 下 は,D-F-Sと 略 称 す る)が 提 示 した 連 続 財Ricardoモ デ ル に基

づ い て工 程 革新 に よ る技 術(労 働.生産性)の 変 化 の 効 果 を分 析 して い る。

(1>D-F-Sに よ る連 続 財Ricardoモ デ ル

D-F-Sモ デ ルで は,二 国 間 貿 易 の 供 給 側 面 と需 要 側 面 に よ る 一 般 均 衡 論 的

分 析 を通 じて,連 続 財 にお け る均 衡特 化 パ ター ン と均 衡 相 対 賃 金 を 求 め て い る。

第1図 両 国貿易 モデル における均衡相対賃金 と均衡特化パ ター ン

ω

万
E
T

…

8侮 ム*/L)

4ω

⑪.ZIζ

(出所)D-F-S〔 星977},p.825.

そ れ を表 した のが 第1図 で あ る。つ ま り,両 国 経 済 が 均 衡 的 に特 化 して い る

状 態 で唯 一 の均 衡 相 対 賃 金 σ は次 の よ うに 求 め られ る。

石ア=A(ゑ)一g(互=L*ノ 五)(6)

こ の よ う な 均 衡 相 対 賃 金 と均 衡 特 化 パ ター ンは,こ の 図 でA(の と8(2:

乙*の 線 が 交 わ るE点 に よ って 求 め られ る】帥。 そ して,比 較 優位 の均 衡 境 界財,

＼ は 北 で の 単 一 企 業,す な わ ち 独 占 企 業 に よ る革 新 モ デ ル が 紹 介 さ れ て い る が,Segers廿1,m,

Anant&DinDP〔,ub3〔,990:,は,北 で の 多.企 業 間a)a&D競 争 に よ る革 新 率 の 決 定 モ デ1レ を 提

示 して い る。 さ らに 最 近,Gros呂m紺 】とHにlpmRnを 中 心 と し て,内 生 的成 長 理論 を 用 い た 動 態

的 な南 北 貿 易モ デ ル と プ ロ ダ ク ト ・サ イク ル を扱 った 論 文 が 次 々 に 出 て い る。

17)広 い範 囲 の テ ク ノロ ジー ・ギ ャ ップ モ デ ル に は南 北 悶の プ ロ ダ ク ト ・サ イ ク ル モ デ ル も含 ま れ

るが,一 般 的 に言 う時 ほ 技 術格 差 の有 在 す る二 国 間 貿 易 に お け るL程 革新 の効 果 を扱 う.もの を 指

す 。.
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2に よ って,(0≦z≦7)と(2≦Z<-)と い う 自国 と外 国 の均 衡 特 化 パ タ ー ン

が 決 定 さ れ る。

結 局,両 国 貿 易 の均 衡 はA(z)で 表 され る二 国 の 相 対 的 技 術 水 準 と,β(ゑ:

L*泌)で 表 され る相 対 的 労働 力,す な わ ち 二 国経 済 の相 対 的 大 き さ に よ っ て決

定 され るの で あ る。

(2)Krugmanモ デ ル

Krugmanモ デ ル で は1国 を 先 進 国,2国 を発 展 途 上 国 と置 い て 分 析 す る。

モ デ ル の特 徴 を 第1図 を 用 い て 表 す と次 の とお りで あ る。Krugmanは ,連 続

財 の 数値 が0か ら1へ 行 くこ とに よ り,技 術 的 強度(技 術 集 約 度)も 上昇 す る

とい う連 続 財 系 列 を仮 定 す る。従 って ,需 要 ・供給 側 面 の均 衡 を通 じて の 両 国

の特化 パ ター ンは次 の よ う に な る。 す な わ ち,含 を境 界 財 とず る と,2国 は相

対 的 に技 術 的 強 度 の低 い.(z<2)の 範 囲 の財 に対 して特 化 す る。 一 方,1国 は

相対 的 に技 術 的 強 度 の 高 い(2〈2)の 範 囲 の財 に対 して特 化 ・生 産 す る結 果 に

な る。

この 結 果 をふ まえ てKrugmanは ,技 術 進 歩 の効 果 につ い て分 析 し てい る。

まず,.先 進 国 の み で技 術 進 歩が 起 きた 場 合 は,先 進 国 と発 展 途 上 国 との 問 の技

術 格 差 が広 が る。 こ の結 果,先 進 国 の 相対 賃金 と時 化 ・生 産 され る財 の 範 囲 は

増 加 す る。 とこ ろで,先 進 国 の技 術進 歩 は 両 国 間 の技 術 格 差 を広 げ る もの の,

購 買力 の上 昇 に よ って 発 展 途..ヒ国 に も利 益 を与 え る。 一 方,発 展 途 上 国 のみ で

の 技 術 進 歩 は,両 国 間 の技 術 格 差 を縮 め る。 これ に よ っ て 両 国 間 の 生 産 性

ギ ャ ップ,す な わ ち技 術 格差 が 完 全 に な くな った場 合 は,交 易 条 件 の 悪 化 の た

]8)α(2>と が(z)を それぞれ連続財における自国と外国の単位必要労働量とすれば,相 対的単位
必要労働量は次のようになる,

A(の ≡α*(2)魚(の,!豊 「(のく0

このA{z)関 数は第1図 で右下が り線として表されている。 ・方,β(2:L"/L)は 次のように表
される。

ρ〔勾(L*/Z7 =B(3(3:L'/L))ω=1-3②

すなわち、相対賃金(ω,は 境界財(の と相対労働力(が/L)の 関数 として表される。ここで,

3(2)は自国が比較優位を持つ財に支出される所得の比率である。これは,こ の図で右 ヒが り線と

して示されている。

1
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め,購 買 力 で 評 価 した 先 進 国 の厚 生 は悪 化 しか ね ない1㌔

以 上 の よ うな両 国で の技 術 進 歩 の効 果 を見 る と,両 国 の厚 生 に 与 え る効 果 の

非対 称 性 が見 られ る。 つ ま り,先 進 国 のみ で の技 術 進 歩 に よ って は 両 国 と もに

厚 生 ヒの利 益 を得 るが,発 展 途 ヒ国 の みで の技 術 進 歩 に よ って は 先進 国 の厚 生

が 悪 化 さ れ る可 能 性 が 存 在 す る。 従 って,前 の製 品 革 新 の 場 合 と同 じ く,先 進

国 は 自国 の厚 生 上 の利益 を守 るた め に持 続 的 な技 術 進 歩,す な わ ち工 程 革 新 を

行 わ ざ る を得 ない 、,

(3)Dosiモ デ ル2叫

Dosiは 国家 間 の 特 化 のRicardo過 程 と国民 所 得 決 定 のKeynes過 程 を連 結

させ る。 こ こで,注 意 す べ き点 は,貿 易 の需 要側.面に お け るD-F-Sモ デ ル か

らの変 化 で あ る2%

需 給 分 析 を通 じて,技 術 と賃 金 水 準 に お い て 格 差 の あ る両 国 貿 易 の時 化 パ

ター ンを 分 析 す るRicardo調 整 過 程 と,両 国 の 国民 所 得,雇 用 な ど の マ ク ロ

変数 の水 準 が 国 際 収支 均 衡 条件 に よ っ て制 約 され るKeynes調 整 過 程 が 導 か れ

る2%ま た,こ の両 過 程 の結 合 に よ って モ デ ル の均 衡 が 達 成 され る。

相 互依 存 的 な 両 過 程 に よ る分 析 を 通 じて,Dosiは 次 の よ うな 結 論 を誘 導 す

る。 まず,両 国 の技 術 条 件 と需 要 条件 に よ って導 か れ る国 際 収 支 均 衡 条件 の た

め,両 国 経 済 は相 互 依 存 性 を持 ちなが ら成 長 し交 易 す る。 また,分 析 の結 果 を

も ってDosiはD-F-Sの 一 般 均 衡 論 的 分 析 に よ る結 果 を批 判 す る。 つ ま り,

D-F-Sの 一 般 均 衡 点 は,両 国 と もに完 全 雇 用 され てい る特 殊 的 な 場 合 にす ぎ

19)こ のモ デ ルの よ り詳 しい 展 開過 程 はKrugman〔1脇6)の160-163ペ ー ジ を参 照 さ れ た い 。

20)開 放 経 済 の下 で の テ ク ノロ ジー・・ギ.、・ソプ モ デ ルは,D匡,si〆hvitt!Soete(1990〕 の7章 に詳 し

く説 明 され てい る、 本 文 で は,こ の モ デ ルの 特 徴 と結 論 を中 心 に骨 子 だ け を柑 介 す る こ と に止 ま

る。

21)両 国間 に おい て 各 財 に対 す る 同 ・の 同 次 需 要 関数 を 仮定 したD-F・Sモ デ ル と違 っ て,Dosiモ

デ ルで は 各財 に 対 す る価 格,所 得 弾 力 性 の違 い によ る非 対 称 的 な需 要 関数 を仮 定 す る。 ま た,不

完 全 雇 用 均 衡 を も.含 むKeynesの 国 民 所 得 決 定 に よ り両 国 の 所 得 は 決 定 さ れ る。DQsi/

Pavjtτ/Soete(1990)の7章 。

22}こ の両 過 程 に 関 す る具 体 的 な説 明 は,1知si/Pavltt/飾etε(1990〕 の7章 の200～212ペ ー ジを参

照 され た い 。
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な い。 一般 的 には,両 国 の均 衡 特 化 パ ター ン,均 衡 相対 賃 金,均 衡 国 民 所 得 な

どは不 完 全 雇用 均 衡 に よ って成 立 す る。

以 上 の 二 つ の点 が,Dosiモ デ ル とKrugmanモ デ ル との違 い で もあ る 。 つ

ま りD。siは,非 対 称 的 な需 要 構 造 の 下で 不 完 全 雇 用 均 衡 が 成 立 す る相互 依存

的 な両 国経 済 を想 定 してい る。

次 に,Dosiは モ デ ルに お け る技 術 進 歩 の効 果 につ い て分 析 して い る。 まず,

技術 格 差 の存 在 す る 両 国で 同一 の技 術 進 歩,す なわ ち定 常 的 技 術 進 歩(steady

technicalprogress)が 起 き た場 合 に は,特 化 パ ター ン は そ の ま ま一 定 で,両

国の 賃 金 と国民 所 得 の水 準 は同 時 に増 大 す る。.・方,国 際 収 支 均 衡 制 約 条件 に

よ って 相 互依 存 的 な 関係 にあ る両 国 に お い て,一 国 のみ の技 術 進 歩 に よ る技 術

格 差 の変 化 は,同 時 的 に両 国 間の 賃 金 格 差 と所 得格 差 の変 化 を もた らす 。

謬,製 品革新の導入 によるテ クノロ ジー ・ギ ャップモデルの拡張

本章 の1節 で は プ ロ ダ ク ト ・サ イ ク ル モ デ ルで の製 品 革 新 の 問題 に つ い て,

また,2節 で は テ ク ノ ロ ジー ・ギ ャ ップ モ デ ルで の 労 働 生 産 性 の増 加,す なわ

ち工 程 革.新の問 題 につ い て 見 て きた。 しか し一 般 的 には,製 品 革新 と工 程 革 新

が 同 時 に行 わ れ る と考 え られ る。 こ の問 題 に つ い て,Dosiは 製 品 革新 の導 入

を通 じて テ ク ノ ロ ジー ・ギ ャ ップ モ デ ル の拡 張 を試 み る2%

Dosi(1990)に 簡 単 に 紹 介 さ れ て い る こ の 拡 張 は,本 来Cimoli(198合)に

よ っ て 考 案 さ れ た もの で,K■ugmanの プ ロ ダ ク ト ・サ イ ク ル モ デ ル とDosi

の テ ク ノ ロ ジー ・ギ ャ ップ モ デ ル の結 合 と も言 え る 。

こ こで は,製 品 革 新 と工程 革 新 とい う二 つ の技 術 変化 の関 係 に注 目 しなが ら,

モ デ ルの 特 徴 に つ い て 簡単 に.考察 す る。

モ デ ルで は 全 体 の 連 続 財 を工 程 革 新 に 関わ るRicardo財 と製 品 革 新 に関 わ

23>Dosiモ デ ル に よる と,製 品 革 新 の 導 入 過 程 をSchump獣er過 程 と も言 え る 。 だ か ら本 節 で は,

前 節 のDosLモ デ ル で考 察 した 貿 易 特 化 のR†mrdo過 程 と不 完 全 雇 用均 衡 のKeynes過 程 に,製

品 革新 のSchu【npし 畑r過 程が{寸 け加 わ る 、.岡 田裕 之 〔1993)を 参 照 。
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る革 新 財 に分 けて い る2%そ して,あ る与 え られ た 時 点 に お け る 南北 間 の技 術

格 差 は,Ricardo財 に対 す る 革 新財 の 比 率 に よ って 表 さ れ る 。 この 比 率 を 求 め

る た め,CimoliはKrugmanの プ ロ ダ ク ト ・サ イ ク ル モ デ ルか らの 革 新 率 と

移 転 率 を 用 い て い る。

Krugmanモ デ ルか らの 変 更 は 次 の よ うに行 わ れ る。 つ ま り革 新 率 と移 転 率

は,革 新 財 の 開.発(製 品革 新)の 場 合 だ け で な く,Ricardo財 の生 産 に お け る

労働 生 産性 の増 加 〔工 程 革 新)の 場 合 に も適 用 され る。 これ に よ り,労 働 生産

性 の増 加 は,南 北 のRicardo財 の 生 産 に波 及 す る製 品 革 新 率 と移 転 率 に依 存

す る こ と に な る。 この仮 定 の下 で,北 と南 の各g財1単 位 の 生 産 に必 要 な 単

位 必 要 労 働 量 の 変 化 率(工 程 革 新 率)を そ れ ぞ れ ザ,ゲ とす る と,こ れ ら は 次

の よ うに な る。

ご診ハ『=τ"∫,45=τ5'(一1≦;τ ハ㌧τ5<0)(7)

こ こ で,ゴ と'は 前 の プ ロ ダ ク ト ・サ イ ク ル モ デ ル に お け る 革 新 率 と移転 率 で

あ り,7NとTSは 各 地 域 で の技 術 進 歩 を表 す 技 術 パ ラ メ ターで あ る。

これ に よ り,革 新,移 転 能 力 は 革 新 財 の 生 産 だ けで な く,Ricardo財 の 生産

の効 率性 に お け る技 術 格 差 も説 明 で きる よ うに な る。 つ ま り,与 え られ た北 の

革 新 率 の 下 で,南 へ の 移転 率 が 増 加 す る とRicardo財 の 範 囲 が 増 加 す る。 こ

の場 合,Ricardo財 に対 す る革 新 財 の比 率 に よ っ て表 さ れ る技 術 格 差 も縮 ま る。

逆 に,与 え られ た 移 転 率 の 下 で北 の革 新 率 が 増 加 す る場 合 に は,革 新 財 の範 囲

が増 加 し,両 国 間の技 術 格差 も広 が る こ とに な る。

結 論 的 に言 え ば,以 上 の モ デ ル は,革 新 財 とRicardo財 の 同 時 的 な 分 析 に

お い て,革 新 率 と移 転 率 の 変化 に よ って発 散,あ るい は 収 束 す る技 術 格 差 のパ

ター ンを説 明 して い る。

24〕Krugmanモ デ ル で は,こ のRicardo財 と革 新 財 をそ れ ぞれ 旧跡 と新 財 と呼 ん だ が.

Ricardo財 と革新 財 と呼 ぶ こ とに す る 。

ここでは

ぐ
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IV理 論の比較 と関連性,お よびその限界

以 上 で 考 察 したKrugman理 論 とD`,si理 論 の 要 点 を ま とめ る と次 の 第1表

の よ うに な る。

本 章 で は,以 上 の各 理 論 の 比 較 お よ び関 連 性 をKrugman的 な接 近 とDosi

的 な接 近 の対 比 とい う視 点 か ら分 析 す る。 そ の過 程 で,.各 理 論 の 限 界 と思 われ

るい くつ か の点 につ い て も指摘 す る 。

1.先 進 国間貿易理論

Kmgmanの 産 業 内 貿 易 理 論 とDosiの 絶 対 優 位 貿 易 理 論 は,と も に技 術 の

重 要性 を 認識 しなが ら先 進 国 間 貿 易 を 説 明 して い る。 これ らの 理 論 は,伝 統 的

な理 論 と りわ け新 古 典 派 貿 易 理 論 か らの脱 却 を試 み てい るが,両 理論 に は次 の

よ うな違 い が あ る。

Krugmanは,独 占的 競 争 と製 品 差 別化 お よび 規 模 の 経 済 の概 念 を 用 い て,

同質 国 間で も産 業 内 貿 易 が 起 こる こ とを示 して い る。 これ に対 してDosiは,

OECD諸 国 を対 象 と した 実 証 分 析 を基 本前 提 に して,貿 易 の 説 明 にお い て技

術 的 要 素 を重 視 す る絶 対 優 位 貿 易 理 論 を提 示 してい る。

両 者 は ミク ロ的 主 体 に 関 す る想 定 に おい て重 要 な 違 い を見 せ て い る。Krug-

manは,同 質 国 間 の 産 業 内 貿 易 の説 明 の た め,対 称 的 な 本体 間 の均 衡 的 相 互

関係 を仮 定 す る。 そ れ ゆ え,彼 は完.全雇 用 条 件,市 場 均 衡 条件,定 常 状 態 な ど

の新 古 典 派 の 一般 均 衡 論 的 分析 方法 を使 っ てい る。 一 方,DosiはSchumpeter

の技 術 革新 論 に 基 づ い て,Krugmanと は異 な る ミク ロ的 基 礎 を仮 定 す る。 つ

ま り,そ れ ぞ れ違 う技 術 と組 織 的 特 性 を持 って い る非 対 称 的 な 主 体 間 の 相 互 関

係 を分 析 す る。 さ らに,Dosiは これ を拡 張 して 国 家 間 の技 術 能 力,革 新 能 力

の 差 に よる絶 対 優 位 貿 易 理 論 を導 い て い る。

以 上 のKrugmanとDosiの 理 論 にお い て拡 張 ・修 正 す べ き点 を い くつ か の

項 目に わ た っ て整 理 す れ ば次 の とお りで あ る。
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.第1表Krugman理 論

Krugman

産業内貿易理論
プ ロ ダ ク ト ・サ イ ク ル

モ デ ル

1...　

テ ク ノ ロ ジ ー ・ギ ャ ッ

プ モ デ ル

基礎 とす る

理 論 体 系
新古典派 (一般均衡論)の 完全 雇用均 衡

Chamberlinの 独 占 的 完全競争 D-F-S連 続 財Ricar一

競争 V㎝ 【mの プ ロ ダ ク ト ・ doモ デ ル 〔供 給 側 面)

基 本前提 製品差別化 サ イクル理論 対称的な需要側面

規模 の経済

①規模の経済 ①製品革新と移転 ①労働生産性(単 位必

② 同.の 技術 を二 国で ②革新国 と非革新 国の 要労働量の逆数)

技 術 に対 保有 区別 ②技術的強度に よって.

す る 認 識. 分類 され る連続 財を

通 じて,南 北間の技

術格差を想定

製品革新 と移転 による 購買力(実 質.賃金)の変

技術 変化 相対賃金,南 北貿 易へ 化 によって評価 した技

の 役 割 の影響 術進歩の効果には,南

北 開の非対称性が 存在

伝統 的貿易理論で ば説 製品革新 と移転 によっ 南北貿易の 般均衡論

明で きない 同質国 間の て>ernon型 の プ ロ ダ 的 な方法 を通 じた技術

意 義
産業内貿易を説明. ク ト ・サ イ ク ルが 起 こ

る こ とを最 初 に モ デ ル

化

変化の比較静態分析

(出所}筆 者作成

① 産業内貿易VS産 業間貿易KrugmanM産 業 間貿 易 理 論 で あ る伝 統 的

理 論 の 限.界を指 摘 し.なが ら,先 進 国 間 の 産業 内貿 易 のみ につ い て 分析 して い る。

しか し,大 部 分 の財 あ るい は 産 業 に 関 して は,産 業 内貿 易 は も と よ り産.業間貿

易 が 存 在 す る2%そ して,各 国 の 中 に は産 業 内貿 易 の強 い産 業.と産業 問貿 易 の

25)P、K.M、 サラカン/ヤ コブ ・コル(1993)の1章 。

姻
.
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・
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とDos1理 論 の 比 較
一

Dom

絶対優位貿易理論
デル

テクノロジー'　 プモ脇 最鍵 ギ　 プモ

Keynesの 不 完全 雇 用 均 衡

Scl1UIIlpeしC[の 技 術 革 新 論

OECD諸 国 を対象 とした D-F-S連 続 財Ricard〔}モ 貿 易 特 化 のRicardo過 程

美言正分 析 力、らの 「定型 的事 デル(供 給側面) 不完 全雇 用均衡 のKeynes

実」 非対称的な需要側面 過程

製 品 革 新 のShumpeter過

程

①国際競争力の決定要因と ①労働生産性(単 位必要労旨①製 品革新 と移転 によって

して の技術水準(製 品革 働量 の逆数) 促 進され る工程革新

新,工 程革新) ②技術 的強度 によって分類 ②Ricard。 財 に対 す る 革 新

②各国間に技術水準の格差 される連続財 を通 じて, 則.の比 率 に よ っ て,南 北…

が存在 南北間の技術格差を想定 間の技術格差 を:表示

技術変化が,開 放経 済下で 製品革新率 と移転率および

もマ ク ロ経 済 変 数(所 得, 工程革新率 によって,南 北

賃金,に 対 して支配 的 の特化範囲が決定

伝統的貿易理論の比較優位 非対称 的な需 要 と不完全雇 非対称的な需要 と不完全雇

よ り,技 術 格 差 に よ る絶 対 用均衡 による分析体系 を提 ;用均衡によ る分析体系 の ト.

優位 の方が貿易 の説明 にお 示 で,Kmgmanモ デ ル か ら

いて支 配的で あることを立 製品革新 要素を導入 して テ

証. ク ノ ロ ジ ー ・ギ ャ ッ プ モ デ

ルを拡張

強い産業が同時に存在 している2㌔

26)例 えば,本 多(1994)は 注6)で 紹介 した産業内貿 易指数 を用いて,日 本の産業 と貿 易構造 に

ついて分析 している。分析 の結果 として,化 学工 業生産品,原 料別製品,雑 製品な どでは産 業内

貿易指数値が0.8を 越えて強い産業内貿易の傾向 を見ぜ てい ることが分か った.ま た,貿 易摩擦

な どの問題を起 こ している産業,主 として機械類 及び輸送機器類やハ イテク ・技術集約製品産業

では産業間貿易が行われ てい る(産 業 内貿易指数値 が0.1以 ド)こ とを分析の結果 と して提示 し

てい る。
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② 発 展途上 国(あ るい は新興工 業国)の 産業内 貿易Krugnanの 産 業 内貿

易 理 論 で は,技.術 や 要素 賦 存,需 要 パ ター ンの 同 一 の先 進 国 間 の産 業 内貿 易が

説 明 さ れ た 。 しか し,現 実 を 見 る と,産 業 内 貿 易 は,先 進 国 同 士 だ けで な く発

展 途 上 国 同士,お よ び発 展 途 上 国 と先 進 国 との 間で も行 わ れ,こ れ に関す る研

究 も80年 代 初 め か ら活 発 化 して きたz7〕。 特 に,新 興 工 業 国(NIEs)の 産 業 内

貿 易 は先 進 諸 国 の それ 以 上 に急 速 に拡 大 して きてい る臨:1。

③H-o理 論の 適用可 能領 域 絶 対 優 位 貿 易 理 論 でDosiはOECDの 先

進 諸 国 を対 象 と した技 術 と貿 易 に 関す る実 証 分 析 を 通 じて,新 古 典 派 のH-0

理 論 を批 判 して い る 。 しか し,H-0理 論 を 変 更 し適用 し うる 領域 は存 在 す る。

つ ま り,注3)で 紹 介 した よ う に,要 素賦 存 の パ ター ンが 異 な る国 々に お け る

産 業 内 貿 易 に は新Hつ モ デ ルが 適 用 さ れ うる 。

2.南 北貿易 モデル

KrugmanとDosiの 南 北 貿 易 モ デ ル は,と も に 先進 国 と途 上 国 の 間 の 貿 易

に お け る技 術 変 化 の効 果 につ い て分 析 してい る。 これ らの モ デ ルに お け る違 い

は,KrugmanとDosiの 基 礎 と す る 理 論 体 系g差 か ら 出 て く る。 つ ま り,

Krugmanが 新 古 典 派(一 般 均 衡 論)の 完 全犀 用 均 衡 理 論.じ基づ い て い るの に

対 して,.....DosiはKeynesの 不 完.全雇 用 均 衡 理 論 とSchumeterの 技 術 革 新 論

を モ デ ル の基 礎 と して い る。

本 文 の 内容 を ま とめ る と,南 北 貿 易 の領 域 でKrugmanとDosiは,対 照 的

な側 面(テ ク ノ ロ ジー ・ギ ャ ップモ デ ル にお け る理 論 体 系 と需 要 側 面)と 同 時

に相 互 関 連 的 な側 面(Kエugmanモ デ ル か らの 製 品 革 新 の導.人 を通 じたDosi

27)こ れに関するサーベ イは,P,K,M,サ ラカン/ヤ コブ ・コル(1993)の5章 を参照 されたい。

28)こ れ に関す る論文 の 中で特 に,Lee,Young・Su【1(19871の 論 文に注 目 したい、 この論文の 中

で彼は,先 進国,ア ジアNIEs,及 びASEANを 中心 とす る発展途.L国 を含む環 太平洋諸国 に

おける産業 内貿 易の程度 を分析 してい る。この実証分析 の結 果,著 者は,ア ジ アNIFsの 産業 内

貿易の程度 が環太 平洋先進諸国のそれに比べ て決 して低 くない ことを明 らかに している。 そ して,

高度に差 別化 され規模 の経済の大 きい資本集約 的産業 ほど,高 い産業内貿易の程 度を見せ てい る

と言っている。

ー
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の テ ク ノ ロ ジー ・ギ ャ ップ モ デ ルの拡 張)を も.見せ てい る と言 え る。

南 北貿 易 の分 析 は製 品 革新,工 程 革 新,移 転 な ど技 術 の 果 た して い る役 割 を

正当 に導 入 して大 き く前 進 したが,さ らに彫 琢 す べ き点 が い くつ か あ る。 それ

ら につ い て次 に指 摘 して お こ う。

① 技術 開発 と移転の主体Krugmanの プ ロ ダ ク ト ・サ イ クル モ デ ルで は,

北 の先 進 国 に よ って新 財 の技 術 が 開発 され,そ の技 術 が 一定 の時 間 の後 に南 の

途上 国へ 移 転 され る。 この モ デ ルで は,技 術 開.発と移 転 の主 体 が 一 国 に な って

い るが,現 実 の世 界 を見 る と必 ず し もそ うな って は い な い 。 む しろ,現 代 の技

術 開 発 と移 転 の多 い 部 分 が,先 進 国 の企 業,特 に先 進 国 は もち ろ ん途 」二国 に も

進 出 して い る多 国 籍 企 業 に よ って担 当 され てい る と言 わ ざ る を得 な い㌦

② 技術的強度の測定問題 テ ク ノ ロ ジー ・ギ ャ ップ モ デ ルで は生 産 要素 と

して労 働 だ け を仮 定 して い るが,連 続 財 の 中で の 技 術 的 強 度 と二 国 間 の技 術 格

差 な どに お け る 「技 術 」 を ど う測 定 す るか に関 す る議 論 が あ ま りされ てい ない 。

c皿oli(1988)は,各 財 の技 術 的 強 度 の測 定 の た め に はR&D支 出,特 許 の

効 率 性,生 産 過程 で の機 能 な どの 要 因 の 導 入 が 必 要 で あ る と い う こ と を述 べ て

い る。 しか し,こ れ らの要 因 を ど う評 価 して技 術 的 強度 を説 明す るか とい う問

題 が 残 る3。】。

③ 製品革新 と工程革 新間の双方 向性 技 術 革 新 の 相 互 依 存 性 に関 す る 問題

が 残 る。つ ま り,皿 章 で の 分 析 を 通 じて,技 術 革 新 を製 品 革 新 と工程 革新 に分

けて分 析 してか ら,後 半 で は 製 品 革新 率 が工 程 革 新 に.及ぼ す 影響 につ い て考 察

した。 しか し,工 程 革 新 に よ って 製 品 革新 が促 進 され る場 合 もあ るの で,こ の

二 つ は相互 依 存 性 を持 つ 連 続 線 上 で 同 時 に 分析 され るべ きだ と思 わ れ る3㌔

29)多 国籍企業による技術移転に関する文献は数多くあるが,安 藤哲生(1989)の1,5章 には技

術移転論の系譜と多国籍企業による技術移転に関して乗せられている。そ して,DDsi、G..1「ree・

man,C.,Nelson、R.,Silverberg.G、andL、SQe〔e(1988)の23章 には,多 国籍企業による企業内

貿易 〔inLrこじnrm吐redo),投資,技 術伝播の過程 と実例が詳 しく説明されている。

30)技 術的強度 〔技術集約度〕を測定する.つ の方法 として,ハ イテク度(.直接 ・間接に投入され

るR&D投 資費用が出荷額に占める割合}に よるものがある。しか し,この方法としては,累

積された技術水準と労働生産性の増加などの要因を捉え難いという限界がある.

31〕Rosenbergは 技術的相互依存性(technologicalinterdependence)に ついて,小 さな技術進/
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3.先 進国間貿易理論 と南北貿易 モデル との関連性

前 のH章 で は先 進 国 間貿 易 につ い て,ま た 皿章 で は南 北 貿 易 に お け る製 品 革

新 と工 程 革 新 の効 果 に つ い て見 た。 これ ら は一 見 異 な る領 域 の もの と見 られ る

が,相 互 の 関連 性 を考 え て 重 な って い る領 域 につ い て見 る と次 の よ うな こ とが

言 え る。

ま ず,先 進 国 間貿 易 に おい て は,絶 対 優 位 貿 易 理 論 で の 国際 競 争 力 を 表 す

(3)式 に産 業 内 貿 易 の 要素 を入 れ て 市 場 シ ェ ア競 争 の 問題 を考 え る こ とが で き

.る。 つ ま り(3)式 で,各 国 は製 品革 新 と工 程 革 新 を通 じた技 術水 準(T)の 増

加 に よ り,産 業 内 貿 易 を して い る部 門 の競 争 力 を 上昇 させ る こ とが で き る。 こ

こで,南 北 モ デ ルか ら革 親 率 を 用 い て製 品革 新 と工 程.革新 を表 してみ よ う。 例

えば,A国 とB国 とい う二 つ の先 進 国 に お け る κ産 業 につ い て 見 る と,製 品

革 新 率 と工程 革新 率 は(4),(7)式 か ら次 の よ うに変 わ る。

ガ=∫"～,晦 』 ノバ(8>

6〆風=τ孟ゴ,詑 κβ=τβゴ(9)

た だ し,製 品革 新 に お い て は ん 産 業 のみ か らの 学 習 効 果 が 作 用 し,製 品 革 新

は工 程 革新 を促 進 す る。 こ こで,各 国 の新 製 品 開.発係 数(∫,の は ん 産 業 に対

す るR&D投 資 の 規模 に依 存 す る とい う仮 定 を置 くと次 の よ うな こ とが 言 え

る。 各 国 は,ん 産 業 に対 す るR&D投 資 の拡 大 を 通 じて の 製 品 革 新 と工 程 革

新 に よ り,匙 産 業 に お け る競 争 力 を高 め よ う とす る。 結 局,Krug皿anの 産 業

内 貿 易 理 論 に お け る両 国 間 の 技 術 の 同 一 の仮 定 を外 す と,.一 つ の 産業 内 の貿 易

にお い て技 術 革新 を通 じて の 両 国 間 の市 場 シ ェア競 争 が 行 わ れ る と言 え る。

.

-
.

V今 後の課題一結びにかえて

本稿では,伝 統的な貿易理論の限界を指摘 しながら登場 した貿易理論の中で,

＼ 歩 の 累 積 に よ っ て 大 き な 労 働 生 産 性 の 増 加,あ る い は 技 術 革 新 が 生 じ る と述 べ て い る

〔Rosenberg(1982)の3章 を参 照)。 そ して,Dmは 技 術 的 補完 性,シ ナ ジー 効 果 な ど の技 術 的

外 部 性 〔1ε・/hnologiじa』xternalitie3)を も っ て 相 互 依 存 性 を 説 明 して い る(Dosi,G.,F【e㎝an,

C、Nelson,R.Silverberg,G.andL.Soete(1988〕 の10章 を参 照)o
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Krugman理 論 とDosi理 論 を 中心 に貿 易 理 論 に お け る技 術 と技 術 革 新 の 問 題

につ い て 考 察 したQ

勿 論,本 稿 で 触 れ た理 論 は,全 体 の貿 易 理 論 か ら見 る と一 部 にす ぎ ない 。 し

か し,貿 易 にお け る技 術 の.役割 は貿 易 理 論 の 先 端 的 領 域 と して今 後 ます ます そ

の 重 要 性 が 増加 す る こ とは,市 場 経 済 の グ ロー バ リゼ ー シ ョ ン と とも に活動 を

拡 大 して い る 多 国籍 企 業 の存 在 に注 目す れ ば,直 ち に 明 らか で あ ろ う。

こ こで 本稿 で 紹介 した諸 理 論 に依 拠 しな が ら,先 進 国 と途.ヒ国 の 間 にお ける

産 業 内 貿 易 と技 術 変 化 につ い て考 え る と,次 の よ うな こ とが 言 え るだ ろ う32}。

技 術 的 優 位 に あ る先 進 国 の一 つ の 産 業 で 開 発 ・生 産 され た財 は,Vernonの

プ ロ ダク ト ・サ イ クル に よ っ て成 熟 期 に達 して 標準 化 さ れ る と,賃 金 の よ り安

い 途 上 国 に移 転 さ れ る 。競 争 力 を表 す(3)式 に よ って この過 程 を考 え る と,先

進 国 の この 産 業 内 で は技 術 的 要 素(T)が 重 視 さ れ る 多数 の財 が 開発,生 産 さ

れ,こ の 中 で は 製 品 革新 と工 程 革 新 が 同 時 に行 わ れ る と見 る ことが で き る。 と

こ ろが,こ の 産 業 の 中 で 相 対 的 に技 術 的 水 準 の 低 い財 が 成 熟 期 に 達 して 他 の

国 々 も生 産 で きる よ うに な る と,費 用 的 要素(C)が 重 視 さ れ 途 上 国 に移 転 さ

れ る こ とに な る。 こ う な る と,先 進 国 は この財 以 外 の技術 的水 準 の 高 い財 と新

しく開 発 した新 財 に特 化 し,途 上 国 は移 転 され た財 の生 産 に お い て労 働 生 産 性

の増 加 を通 じて の 工 程 革 新 を 図 る。

結 局,こ の産 業 の 中で 先 進 国 は相 対 的 に技 術 的水 準 の 高 い財 に,途 上 国 は技

術 的水 準 の低 い 財 にそ れ ぞ れ特 化 し産 業 内貿 易 が 行 わ れ る よ うに な る。 また,

こ の産 業 の 中で 先 進 国 が特 化 して い る部 門 で ば製 品 革新 と工 程 革 新 が 同 時 に 行

わ れ るが,途 上 国 が 生 産 して い る部 門 で は工 程 革 新 だ けが 行 わ れ る、

以 上 の よ うな先 進 国 で の 製 品 革新 と移 転,そ して両 国で の工 程 革新 に よ って,

この産 業 にお け る両 国 間 の技 術 格 差 と市 場 シ ェ ア は ど う変 化 す るか 。 こ こで 島

プ ロ ダ ク ト ・サ イ ク ルモ デ ル とテ ク ノ ロ ジー ・ギ ャ ップ モ デ ル にお け るKrug・

32)ち なみに,以 下 は前章の3節 〔.先進国間の産業 内貿易 にお ける技術 革新 問題)の 南北貿易への

適用可 能性 に関す る検討で もある.

.

弼

舅
.」
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manとDosiの 見 解 に よ る と(勿 論 一 国 全 体 と一 産 業 とい う違 い は あ る が),

次 の よ うな こ とが 言 え るだ ろ う。 先 進 国で の製 品革 新 に比 べ て 移 転 の 速度 が速

い と,あ るい は 先進 国 で の 工 程 革 新 よ り途 上 国で の工 程 革 新 が 活 発 で あ る と,

この 産 業 にお け る技 術 格 差 と市場 シ ェ アの 面 で途 上 国 に よ る キ ャ ッチ ア ッ プが

十 分 に可 能 に な る。

と ころで,理 論 的 に示 唆 さ れ て い る この キ ャ ッチ ア ップが 現 実 的 に は た して

可 能 で あ ろ うか 。 これ こそ が 国 際 貿 易 に お け る 今後 の最 重 要 課 題 で あ る と思 わ

れ る。 そ して,こ の課 題 の追 求 にあ た って 技術 革新 〔製 品 革新 と工 程 革 新)が

産業 の競 争 力 に及 ぼす 効 果 を実 証 的 に分 析 す る こ と も重 要で あ ろ う。

最 後 に,先 進 国 か ら移転 さ れ た財 の 中で.1二程 革 新 だ け を行 え る途 上 国で な く,

製 品 革新 の能 力 を も持 って い る新 興 工 業 国 と先 進 国 の 間 の 産 業 内 貿 易 を考 慮 し

た 場 合 は,キ ャ ッチ ア ップ を含 む以 上 の問 題 が ど う説 明 さ れ るか とい うこ と も

これ か らの課 題 で あ ろ う。
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